
お客様・社会全体への貢献 自らの変革 生物多様性の保全

生物多様性の保全をめざす「4つの行動計画項目」を策定
　人々の暮らしは、地球がもたらす自然の恵みがあってこそ

成り立っています。食料・木材の供給はもちろん、気候調整や

水の浄化、あるいはレクリエーションなど、自然が人類にとっ

て果たす機能は計りしれません。こうした機能を総称して「生

態系サービス」と呼んでおり、それらを生み出す源が「生物多

様性」です。昨今、地球上の生態系の劣化が進むなか、持続的

な生態系サービスを可能にするためには、生物多様性の保全

が喫緊のテーマだといえます。

　こうした状況を受けて、富士通は、2008年7月に発表した富

士通グループ中期環境ビジョン「Green Policy 2020」の目標の

1つに「生物多様性の保全」を掲げ、生物多様性条約第9回締約

国会議で署名した「ビジネスと生物多様性イニシアティブ」の

リーダーシップ宣言に掲げられたすべての項目について、2020

年までに具体的な取り組みを推進することを目標としました。

　その実現に向けて、2009年10月に「富士通グループ生物

多様性行動指針」を策定。そのなかで、「自らの事業活動にお

ける生物多様性の保全と持続可能な利用の実践」と「生物多

様性の保全と持続可能な利用を実現する社会づくりへの貢

献」を取り組みテーマとして掲げ、2010年度からスタートした

第6期富士通グループ環境行動計画で4つの行動計画項目を

定めました。

事業活動における影響低減に向けた定量評価
　生物多様性を守っていくためには、事業活動における生物

多様性への影響を定量的に評価し、目標を設定して影響低減

の活動を進めることが重要です。

　そこで、富士通グループは、まず事業活動と生物多様性、生

態系サービスとの関わりを分析。その結果、主に「水資源・森

林資源の利用」において生態系に依存していること、また、主

に「鉱物資源・エネルギー資源の利用」「廃棄物の処理」「事業

所の土地利用による土地の開発・改変」「大気・水域への化学

物質などの排出による汚染」「大気への温室効果ガスの排出

による気候変動」を通じて、生物多様性に影響を与える可能

性があることがわかりました。

　このような影響を低減するため、事業活動による生物多様

性への影響を定量的に評価する手法として、2010年度に「富

士通グループ生物多様性（BD：Biodiversity）統合指標」を構

築しました。その枠組みでは、生物多様性に影響を与える事

業活動を明確化し、この事業活動に関連した定量的データ項
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生物多様性の保全
第6期富士通グループ環境行動計画における重点分野に設定し、
4つの行動計画項目に基づいて生物多様性保全に向けた活動を推進しています。
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目を影響要素として抽出します。この影響要素に対し、既存の

評価手法を活用して重み付け・統合化するというもので、最終

的に「事業活動による生態系の損失」や「生態系の価値」に関

連した指標を得ることができます。

　富士通グループは、第6期富士通グループ環境行動計画に

おいて、BD統合指標により評価した生物多様性への主要事

業領域における影響度を、2012年度末までに2009年度比で

3%削減するという目標を設定しています。2010年度は、「化

学物質の利用・排出」による影響が増加傾向にある一方で、

「廃棄物の発生」による影響が減少傾向にあることを分析・評

価実施中です。2011年度は、年度目標である2009年度比

1.5%削減の達成に向けて、生物多様性への影響度を低減す

るための活動を強化していきます。

ICTを活用した生物多様性保全への貢献
　ICTを有効に活用することで、生物多様性の保全に向けた

生物・生態系の情報収集や分析・評価、生物やその生息環境の

モニタリング、生物・生態系情報の管理などを効率的に行うこ

とができます。

　こうした生物多様性保全へのICT活用の一例として、富士通

は、2010年度から携帯電話のカメラ機能を利用した全国タン

ポポ分布調査を実施しています（P33-34参照）。

　また、森林管理・保全にも富士通のICTが役立っています。日

本国内で手入れが行き届かずに荒廃する森林が増加してい

る状況を受け、情報ネットワークによって現場と事務担当をつ

外部団体への参加
　富士通は、「ビジネスと生物多様性イニシアティブ（B&B）」

や「企業と生物多様性イニシアティブ（JBIB）」などの外部団体

に参加し、生物多様性保全の社会への普及に貢献しています。

　B&Bは、生物多様性条約第9回締約国会議（CBD COP9）で、

世界各国の40あまりの企業が、「リーダーシップ宣言」に署名

し発足しました。それらの企業がベストプラクティス（最良事

例）を公表することにより、生物多様性の保全と持続的な利

用をグローバルに促進しています。富士通は、CBD COP10の

サイドイベントでその取り組み成果を発表しました。

　JBIBは、多岐業種にわたる30以上の国内企業が参加して

いる団体です。共同研究の成果をもとに他企業やステークホ

ルダーとの対話を図ることで、生物多様性保全に貢献する活

動を展開することを目的としています。富士通は、研究活動や

ツール開発に携わっています。

マレーシアでの熱帯雨林再生活動の推進
　富士通グループでは、生物多様性の保全にグローバルな視

点で貢献するため、タイ、ベトナム、マレーシアで植林活動を実

施してきました。現在は「富士通グループ・マレーシア・エコ・フォ

レストパーク」で、植林した苗木が熱帯雨林に成長していくよ

う、継続的にボランティアを募り、補植やメンテナンスを実施し

ています。

　2010年度からは、熱帯雨林の実態を見ながら生物多様性を

学ぶエコツアーを実施し、熱帯雨林再

生活動だけでなく教育の場としても活

用しています。2010年度は、富士通グ

ループ社員とその家族30名、現地の

富士通グループ社員19名が参加し、植

林体験やメンテナンス体験のほか、原

生林の見学やマングローブ林の見学

を実施しました。

なぐことで、森林簿管理、施業計画管理、作業実績管理などの

実施や情報共有を容易にしています。

　さらに、開発中の技術として「ハイパースペクトル画像解析

技術」を用いた植生調査に取り組んでいます。これは、ヘリコ

プターなどで上空から地上の反射スペクトルを測定し、広範

囲の土地の植生分布を分析するというものです。この技術を

用いることで、外来種が在来種の群落にどの程度入り込んで

いるかを調査したり、スギ・ヒノキの分布状況を把握したりす

ることが可能となり、従来は人が目視で確認していた植生分

布の調査に要する負荷の大幅軽減が期待できます。

　今後も、富士通ならではの技術力とノウハウを活かして、

ICTを通じた生物多様性の損失の回避・低減と生物多様性の

維持・拡大に貢献していきます。

エコツアーの様子

ICTによる生物多様性保全への貢献の可能性
多くの情報を効率的に、収集・分析・評価・管理・モニタリング

社会的施策（取引制度など）の支援

モニタリング（観測・監視）

生物多様性の
損失の

回避・低減／
維持・拡大

教育・普及・啓発

情報収集
●センシング技術（リモートサンサー）
●測定技術　●携帯端末 　　など

情報管理
●生物多様性データベース
●生態系／生物種データベース
●遺伝子データベース
●各種測定データベース   など

●生物多様性評価
●マネジメント評価　●生態系評価
●事業活動のパフォーマンス評価
●経済性評価   　　　　　　 など

分析・評価

●センシング技術
（リモートサンサー）
●トレーサビリティ（RFID）　
●GPS
●赤外線カメラ／
サーモグラフィー

●観測技術    　　　など

ICTと生物多様性 社会への普及に対する貢献

グローバルでの活動

従来方法による樹種判別と
ハイパースペクトルによる樹種判別の比較

航空写真
従来方法による
樹種判別

ハイパースペクトルに
よる樹種判別

：スギ ：ヒノキ ：スギ ：ヒノキ
100m
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